１、変革期の地方政治
１　藩治下の行政と置県

慶応３年１２月、明治天皇を中心にしてつくられた新政府は、統一国家を建設するため、各方面にわたってつぎつぎに改革をおこなった。これにより百事一新したので、この変革を明治維新という。

新政府の樹立と五　　　新政府は慶応４年３月、五ヶ条の御誓文を出し、新しい政治の根本方針を示すとともに、政体

ヶ条の御誓文　　　　書を頒布して中央政府のしくみをつくった。しかし、地方では、これまでどおり、大名が各藩の土地や人民を支配していたので、統一政治をおこなうためには、これを改める必要があった。明治２年１月、薩・長・土・肥の４藩主が、版籍奉還を申し出たので、諸藩もこれにならった。このとき、鳥取藩主池田慶徳は、他藩にさきんじて奉還を奏請した。
版籍奉還と行政組　　　版籍奉還によって、もとの藩主は知藩事という地方官に任ぜられ、そのまま旧領を治めること

織の確立　　　　　　となった。

　　　　　　　　　　　新しい鳥取藩では、明治２年１０月、藩治職制に基づいて行政組織を改正し、政庁に神務・民政・会計・兵制・刑法・総学の６局を置き、政務を分掌させた。一般民治を掌さどる民政局は、さらに郡政兼租税および市政・治海に分けられ、郡政兼租税のことは郡奉行が掌どった。郡奉行は、明治３年１月の職制改正により郡司と改称され、大郡は１人、小郡は２郡に１人の郡司が置かれた。このとき、河村、久米２郡の郡司に、以前の郡奉行であった田中並也（少属）が再び任命された。
在方行政組織時代　　　在方行政組織は、安政５年７月、郡政村治をすべて一新してから、明治にいたるまで、ほとんど変更されなかったが、藩治職制の改正にともなって、明治３年より、地方行政組織も改められた。同年２月、民政局の経費節減策として行政整理がおこなわれ、中庄屋を廃止して大庄屋を１人ないし２人増員した。このとき、郡司田中並也構内の河村郡では、６人の中庄屋が全廃され、大庄屋は1人増員となり、久米郡では中庄屋７人が廃止され、大庄屋は２人増員されている。

河村郡の大庄屋　　　　河村郡の大庄屋は、元治元年より宇野村尾崎清右衛門（のち文五郎と改名）がひきつづき勤めていたが、明治３年の改正を機に辞任しようとし、その後任に橋津村中原与平を勧めたが、中原は文五郎の長子昇五郎（のち義信と改名）を推して容れなかったため、昇五郎に譲任した。また、中庄屋の1人に水下村河原六兵衛があったが、河原はこのときの改正により退役している。
　　　　　　　　　　　あらためて任命された大庄屋に対しては、旧来の扶持支配をやめ、かわりに役料として現米１２石が給与され、各担当区域を請け持った。その勤務は宅勤とし、苗字帯刀の手代１人ずつを大庄屋役手伝として用いた。下浅津村尾崎佐助（のち喜惣治と改名）は、同年３月、郡司より大庄屋役手伝を命ぜられ、役給現米３石（４年１月に２石を増し５石となる）を給与されている。
在方行政組織の改　　　翌４年には、さらに在方行政組織の改正がおこなわれ、３月４日、大庄屋を郷長（大里正とも

正　　　　　　　　　いった）、村庄屋を里正と改称し、ついで４月５日、大庄屋勤役中の格式を郷卒とし、あわせて戸籍貢物懸に任命した。

　　　　　　　　　　　このように、藩治下における行政も、時局のすう勢に応じて、漸次改正が加えられてきたが、旧藩主を中心とする士族の政治から脱することはできなかった。

廃藩置県の断行と　　　そこで政府は、諸藩の割拠を解消し、中央集権を実現することを図り、明治４年、薩・長・土
官制の設置　　　　　３藩の協力を得て、７月１４日、廃藩置県を断行した。このとき、鳥取藩はそのまま鳥取県となったが、その後１１月１５日、ふたたび府県の廃置がおこなわれ、飛地であった播州の３郡は姫路県に編入され、鳥取県は因幡、伯耆を管轄することとなった。
置県後の官制は、１１月２７日に公布された「県治条例」により「県令」「権令」「参事」「権参事」等を置くことと定められ、以後の県政は、中央政府から任命されたこれらの地方官によっておこなわれることとなった。ついで翌５年２月には、郡司などの在方役人をすべて免じ、各大庄屋構にあらたに郡長１人、郡小長数人を置き、４月には県庁内に庶務・聴訟・出納・租税の４課を置き、各課に諸懸を分属させるなど、旧来の地方支配にかわって新らしい県治機構が整えられていった。
置県当初の地方組　　　しかし、このころまでの村では、まだ庄屋以下の村役人が治めており、村内の状況は従来とあ
織の状況　　　　　　まり変らなかった。したがって、中央政府や県庁からの布達も、「お上」の命令として、庄屋より組頭へ、組頭から小頭へ、そして銘々の組内（五人組）に申し渡された。

このように、五人組を基礎とする村落共同体は、廃藩置県後もなお残っていたが、明治４年４月戸籍法が発布されてから、次第に変化していった。戸籍法には「各地方土地の便宜に従って区画を定め、区ごとに戸長および副戸長をおき、その区内の戸数・人員・生死、出入等を詳らかにする」とあり、村落共同体とは全く異なった目的の新しい行政区画が作られたのである。統一国家の構成員を確実に把握するための戸籍調べであったが、これが地方制度改革のきっかけとなった。
戸籍調査に着手　　　　戸籍調査は明治３年５月から始められた。この年、政府は戸籍編成に関連し、府・藩・県に管下の石高および戸口の申告を命じている。５月には郡司より大庄屋以下の村役人に対し「従来の人別帳を改めるようになったから、つぎのことを心得戸籍をつくり、戸籍の写しに惣計を書き添えて差し出すこと」と命ぜられ、戸籍の雛形が渡された。この中には「郡司直触の浪人・医者・郡役人をはじめ、すべて苗字帯刀御免のものも戸籍に組み入れること」とあり、四民平等に基づく国民国家を作ろうとする政府の方針がはっきりと出されている。

壬申までの戸籍調　　　明治３年午３月改の「伯耆国河村郡上浅津村戸籍・村用懸南南重」をみると、１戸の家族構成

べ具体例　　　　　　のみならず、五人組、旦那寺、職業および貧富等級まで書きあげられており、なかには苗字をあとで変えたりする家もあって、壬申戸籍までの過渡的な戸籍簿として注目される。
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